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広島県立びんご運動公園業務仕様書 

 広島県立びんご運動公園（以下「びんご運動公園」という。）の指定管理者が行う業務の

基準は、この仕様書に定めるとおりとする。

第１ 施設の概要 

１ びんご運動公園の区域 

別紙１「広島県立びんご運動公園区域図」のとおり。

２ びんご運動公園の施設概要 

（１）所 在 地 尾道市栗原町 997 

（２）設  置 平成５年 10 月 15 日 

（３）土  地 87.6ｈａ 

（４）施設内容 別紙２「びんご運動公園施設概要」のとおり。

３ 開園日及び利用時間 

（１）条例で定められた開園日及び利用時間は、次表のとおりである。

   なお、開園日、開園時間の拡大についての提案も可能とする。

（２）指定管理者は、特に必要がある場合に、臨時に開園日及び利用時間を変更する場合

は、あらかじめ県の承認を得なければならない。

表１ 開園日及び利用時間 

施設名 開園日 利用時間

オートキャンプ

場

４月１日から10月31日までの日。 宿  泊 15 時から翌日の 

14 時まで 

一時使用 ９時から 17 時まで 

オートキャンプ

場を除く施設

１月４日から12月28日までの日。

ただし、水曜日（水曜日が、国民の

祝日に関する法律（昭和 23 年法律

第 178 号。以下「祝日法」という。）

に規定する休日に当たるときは、

その翌日）を除く。 

９時から 21 時まで 
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第２ 管理運営に係る基本理念 

次の基本理念を十分に理解し、適切な管理運営に努めること。

（１）びんご運動公園の設置目的は、備後地域住民のスポーツ及び多様なレクリエーショ

ン活動の振興に資するためであること。

（２）びんご運動公園は、公の施設であることから、利用者への奉仕及び公平なサービスの

提供に努めること。

（３）利用者サービスの質が向上するよう努めること。

（４）びんご運動公園が最大限有効活用されるよう利用促進に努めること。

（５）びんご運動公園内の施設・設備等について、良好な状態に保つよう努めること。

（６）びんご運動公園内の施設・設備等に破損や故障が発生し利用者の安全を脅かす事態

が発生したときは、利用者の安全を確保するために必要な処置を行うこと。

（７）住民参画や住民参加が図れるよう努めること。

第３ 管理運営体制 

１ 責任者の配置 

（１）指定管理者は、公園の管理運営に係る業務の把握及び適切な遂行のため、総括責任者

及びこれを補佐する副責任者を置き、両者による責任体制を確保すること。

（２）総括責任者及び副責任者が業務に従事しない時間帯にあっては、不測の事態や災害

等が発生した際に迅速かつ的確に対応できる職員を配置すること。

（３）総括責任者は、自ら定めた管理運営の基本方針の具体化を始めとして、県と指定管理

者との協議、必要な報告、その他この仕様書及び協定に定める業務の全体を総括する

とともに、業務に関する県その他との対外的な協議等について、責任をもって一元的

に対応すること。

２ 職員の配置 

（１）職員は、施設の運営管理を適切に行えるよう必要な人数を配置すること。

また、次の点に注意すること。

ア 職員の配置にあたっては労働基準法（昭和 22 年法律 49 号）を遵守すること。

イ 開園時間中は、上記責任者を含め、常時３名以上の職員を配置すること。

（２）職員は、その業務内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とする。なお、業務実

施に当たり、法令等により資格を必要とする場合は、有資格者を選任すること。

（３）県は、職員の配置に関して、公園の管理運営に支障があると判断する場合は、指定管

理者に対して職員配置体制の変更を求めることがある。

表２ 職員配置の一例 

施設 健康スポ

ーツセン

ター

トレーニ

ング室

陸上

競技場

球技場・

テニスコ

ート

野球場 プール オートキ

ャンプ場

ジャイア

ントスロ

ープ

人数 ２名 １名 １名 １名 １名

※

４名 １名

※

１名

※

※ 利用日のみ 
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第４ 関係規程の遵守 

１ 都市公園及び指定管理者関係諸規程 

管理運営に当たっては、次の都市公園及び指定管理者関係諸規程を遵守すること。

（１）都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号） 

（２）広島県都市公園条例（昭和 55 年広島県条例第 29 号） 

（３）広島県都市公園条例施行規則（昭和 55 年広島県規則第 71 号） 

（４）広島県立びんご運動公園管理運営規則（平成５年広島県規則第 74 号） 

（５）広島県立びんご運動公園の附属設備の利用料金の範囲（令和元年広島県告示第 438

号） 

（６）広島県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

（平成 16 年広島県条例第 28 号） 

（７）広島県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

（平成 16 年広島県規則第 47 号） 

２ その他関係諸規程 

上記１の諸規程のほか、管理運営に当たって関連する規程がある場合は併せて遵守す

ることとし、特に次の諸規程には注意すること。 

（１）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

ア 指定管理者は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んでは

ならない（第 244 条第２項）。 

イ 指定管理者は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをし

てはならない（第 244 条第３項）。 

（２）広島県情報公開条例（平成 13 年広島県条例第５号） 

指定管理者は、その保有する情報（当該指定管理者が管理する公の施設の管理に係る

ものに限る。）の公開に関し必要な措置を講じるよう努めるものとする 

（第 23 条第３項）。 

（３）広島県行政手続条例（平成７年広島県条例第１号） 

有料施設等の利用の許可等の手続については、この条例の定めに従い、適正に処理し

なければならない。 

（４）労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）ほか労働関係法令 

労働者の雇用条件や賃金については、この法律の定めに従い、適正に処理しなければ

ならない。
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第５ 業務の内容と基準 

次の各項目で定めるもののほか、第４に掲げる関係諸規定に定められた「指定管理者が

行う業務」の全般について、法令を十分に理解したうえで行うこと。 

第５－１ 施設の運営に関する業務 

１ 利用料金の徴収・減免業務 

（１）指定管理者は、有料施設等の利用を許可した場合に、条例及び告示で定める額の範囲

内で県の承認を得た額を徴収し、自らの収入とすることができる。

（２）条例に定めるところにより利用料金の減免を行った場合の額については、県の予算

の範囲内で指定管理者に補填する。

２ 利用調整・受付業務 

（１）指定管理者は、有料施設の利用予約（口頭、電話等による）があったときは、利用の

重複を避け、円滑な利用ができるよう管理すること。また、大規模な大会等について、

年間の利用調整を行うこと。 

（２）指定管理者は、施設の案内、電話対応等の受付業務、園内放送、備品の貸出し、応急

救護といった必要な対応を行うこと。 

３ 利用許可・指導業務 

（１）指定管理者は、施設を利用しようとする者から、申請書の提出を受け、申請の内容が

妥当である場合は、許可を行うことができる。 

（２）指定管理者は、申請の内容が適切でないと認められる場合、申請を不許可とすること

ができる。ただし、その場合、不許可の理由に関して申請者に説明を行うこと。 

（３）指定管理者は、施設の利用にあたっての注意事項及び禁止事項を定め、広く周知する

とともに、施設を利用しようとする者に対し適切な利用となるよう指導する。なお、指

導に従わない利用者に対しては、施設の利用を制限することができる。 

（４）その他、次の利用指導業務を行う。 

ア 施設・設備や遊具等の利用方法を指導する業務

イ 健康管理、体力増進及びスポーツ等の技術指導をする業務

ウ 公園内の施設を専用して開催する大会等の事前打ち合わせ行う業務

４ 利用促進業務 

（１）公園の利用促進を図るため、指定管理者は、県と協議の上、年度ごとに利用者数等目

標を設定することとし、この目標の達成に努める。

（２）指定管理者は、パンフレット（リーフレット）、料金表、ホームページ等を作成し、

利用者に正確な情報を提供するよう努めるほか、公園の利用促進に有効な宣伝広報を

行うこと。また、その内容については、公表前に県の確認を受けること。

（３）次のとおり、利用実態基礎データ収集業務を行うこと。なお、利用許可実績のデータ

ベースについては、県が別途定める方法（Microsoft Excel 等で作られた様式に記録を

入力し、データを県へ提出する方法を予定）により提出する。 

ア 利用許可実績のデータベース化（常時） 

イ 利用者アンケートの実施（随時） 
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第５－２ 施設の維持管理に関する業務 

１ 一般事項

（１）清掃、警備、建築設備等保全の内容については、特に記載するもののほか、「建築保

全業務共通仕様書（国土交通大臣官房営繕部監修）」（以下、「共通仕様書」という。）を

基準として行うこと。 

（２）安全、衛生、美観の保持、管理運営等において良好な状態に保つことができないおそ

れがある場合は、共通仕様書及び各種業務基準等の記載の有無にかかわらず、良好な

状態を保つために必要な処置を講じなければならない。ただし、処置については、過度

な制限とならないよう留意すること。

２ 植栽管理業務 

（１）公園内の植栽樹木及び芝生等の維持管理にあたっては、別紙３「広島県立びんご運動

公園植栽管理基準」に基づき実施する。なお、実施にあたっては、「公園・街路樹等病

害虫・雑草管理マニュアル（環境省）」を参照すること。 

（２）公園内の花壇やプランターの維持管理にあたっては、利用者が気持ちの良い環境で

レクリエーションを楽しめるよう、除草、水やり、花の植替等を適切に行い、公園の魅

力向上を図ること。また、地域住民等との連携による緑化の推進に努めること。

（３）樹木点検は、樹木医、造園技能士及び街路樹剪定士のいずれかの資格を有する者が行

うこととし、点検結果を適切に記録するとともに、必要な措置を行うこと。また、実施

にあたっては「都市公園の樹木の点検・診断に関する指針（案）（国土交通省）」を参照

すること。

３ 清掃業務 

（１）屋内施設の清掃については、別紙４「広島県立びんご運動公園屋内清掃基準」に掲げ

る施設について、同基準に基づき実施すること。ただし、施設の利用状況によっては、

これによらないことができる。

（２）屋外の日常清掃は、植栽部分を除く園内について、拾い掃き、ごみの収集等共通仕様

書に定める事項について行う。清掃頻度は週２回を基準としつつ、日常点検を基に判

断すること。

４ 警備・交通誘導業務 

（１）開園時（午前９時）及び閉園時（午後９時）にゲートの開閉を行う。（※１）なお、大

会等の準備又は撤去のために早朝開門や深夜閉門を要する場合がある。

（２）開園時間中は、公園内を適宜（１日２回以上）巡回し、不審者や不審物、拾得物への

対応、火器の点検、条例等に定める禁止行為の指導等を行う。

（３）開園時間外は、機械警備を基準とし、異常の発生に際しては速やかに対応できるよう

体制を整える。ただし、休園日の９時から 17 時までについては、警備員を１名配置し

警備を行う。

（４）連休等で利用者が増加し、駐車場が混雑することが想定される場合には、必要に応じ

て交通誘導員を配置し、混雑回避等に努めること。また、競技大会等の来場者誘導につ

いても、主催者等に対し、適切な助言、指導を行うこと。

※１ 近隣企業が、従業員の通行のため早朝開門を行う日は除く。



6

５ 建築設備の点検・保全業務 

（１）公園内の建築、電気設備及び機械設備等の定期点検、日常点検、保守等については、

別紙５「広島県立びんご運動公園設備一覧表」に掲げる設備等について、別紙６「広島

県立びんご運動公園設備保守点検業務一覧表」及び共通仕様書に基づき実施すること。

（２）指定管理者は、良好な状態での施設運営を図るため、各種法定点検をはじめとして、

日常的、定期的な点検を確実に実施し、不具合や消耗等のある箇所の早期発見、修理、

消耗品の交換を行うこと。

６ 公園施設の点検・保全業務 

（１）建築物内部を除く公園施設（園路、広場、修景施設、ベンチ、遊具、運動施設及び駐

車場等）のすべてについて、毎日開園時間前に目視による安全性についての日常点検

を行うこと。また、日常点検の結果を考慮し、機能性、快適性の観点も含めた定期点検

（月に１回以上）を行うこと。

（２）遊具については、上記（１）の日常点検のほか、第７「各施設における特記事項」に

記載する遊具の日常点検、定期点検を行うこと。

（３）点検の結果、異常箇所や損傷、機能性の低下等が認められる場合は、必要に応じて使

用禁止等の措置をしたうえで、適切な補修、清掃、不陸整正等を行い、常に良好な状態

を維持すること。（第７「各施設における特記事項」に記載する内容を含む。） 

７ 備品管理業務 

（１）公園の管理に必要な備品（※１）及び各種競技に必要な備え付けの器具等（以下、「備

品等」という。）について、次の点に注意して適切な状態に保持・管理すること。

ア 備品等の更新に係る費用負担区分については、協定で定めるところによる。

イ 備品等を使用する上で必要となる消耗品の購入やメンテナンスは、指定管理者の

費用負担により実施する。

ウ 備品等（指定管理者の費用負担分も含む。）についての所有権は、県に帰属する。

ただし、指定管理者の負担により購入した事務用品についてはこの限りでない。

（２）リース備品（※２）（※３）は、契約期間終了まで継続して使用し、指定管理者がリー

ス料の負担をするものとする。また、借受人の名義変更が必要な場合は、指定管理者は

借受人名義変更の手続きを行う。なお、新たにリース備品契約をしようとする場合は、

あらかじめ県と協議する。

※１ 備品とは、性質、形状を変えることなく、長期にわたって継続使用に耐える物、長期にわ

たって保存しようとする物又は長期の管理に適する物で、取得金額１０万円以上の物品のこ

とをいう。ただし、印章については、取得金額にかかわらず、すべて備品となる。

※２ 令和５年８月現在の長期契約のリース備品は、次のとおり。

○ ＡＥＤ    ５台

令和８年４月以降の支払い回数【２回】、支払金額【22,000 円／月】 

○ ＡＥＤ    １台 

令和８年４月以降の支払い回数【19 回】、支払金額【 4,400 円／月】 

○ トレッドミル ３台 

令和８年４月以降の支払い回数【12 回】、支払金額【47,520 円／月】
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※３ 令和５年８月現在の単年度契約（再リース）のリース備品は、次のとおり。

○ リカンベントバイク ２台        支払金額【18,436 円／年】 

○ トレッドミル    ３台        支払金額【57,631 円／年】 

○ 印刷機       １台        支払金額【 9,428 円／年】 

○ 製氷機キューブ   １台        支払金額【 8,140 円／年】 

○ コールシーケンサー １式        支払金額【 4,752 円／年】 

○ 利用券券売機    ２台        支払金額【38,720 円／年】 

○ 体組成計      １台        支払金額【 4,917 円／年】

第５－３ 施設の修繕に関する業務 

１ 応急的な修繕 

（１）公園内における施設・設備等が破損、損壊又は老朽化などした場合で、安全又は管理

運営上、直ちに修繕を行う必要がある場合は、指定管理者は、早急に修繕方法の検討及

び見積作成等を行い、その結果を基に、指定管理者は早急に修繕を実施する。 

（２）修繕費用が 10 万円未満の修繕については指定管理者が、10 万円以上の修繕について

は県が、それぞれ費用を負担する。なお、10 万円以上の修繕を指定管理者が実施しよ

うとする場合は、あらかじめ県と協議すること。 

２ 計画的な修繕 

（１）公園内における施設・設備等が破損、損壊又は老朽化などした場合で、安全又は管理

運営上、次年度以降の計画的な修繕で対応可能なものについては、原則として毎年２

回、県が別途指示するときに必要修繕項目、修繕内容、修繕方法、必要金額、優先順位

等を整理し、県に報告する。 

（２）県は、前記（１）の結果を基に計画的に実施する修繕項目を選定し、県及び指定管理

者は、次の（３）による区分により、次年度以降に修繕を実施する。 

（３）修繕の実施に当たっては、現地を管理する指定管理者が直接修繕を実施する方が効

率的であると認められるものについては指定管理者が、その他については県が実施す

ることとし、費用負担についてはいずれも県が負担する。ただし、10 万円未満の修繕

にあっては、応急的修繕又は計画的修繕にかかわらず指定管理者の費用負担とし、指

定管理者は、適切な時期に修繕を実施する。 

３ 修繕内容の記録 

  修繕を行った場合、次の業務を行うこと（ただし、県が実施した修繕を除く）。 

（１）修繕を実施した場合は、次回の修繕方法や修繕時期を検討するためのデータとして

蓄積するため、別に定める修繕台帳を作成するとともに、修繕箇所の写真を保存する。

（２）修繕台帳の写し、設計書及び写真等については、別に規定する事業報告書の提出と併

せて、県に提出する。

４ 県が行う大規模修繕に伴う利用調整 

（１）指定管理者は、県が行う大規模修繕工事に伴い、施設の利用休止や業務の調整が必要

になることがある。
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第５－４ 県との連絡調整に関する業務 

１ 県の決定権限に係る書類の送付 

次の事項については、県に決定権限が属するため、問い合わせがあった場合は適切な

対応をすることとし、申請書の提出があった場合は県に送付すること。なお、これらの事

項のうち使用料を徴収するものについては、県が直接徴収する。

ア 公園施設の設置・管理許可（法第５条第１項）

イ 都市公園の占用の許可（法第６条第１項）

ウ 公園内における行為の許可（条例第２条第１項）

エ 使用料の減免（条例第９条）

オ 使用料の返還（条例第 10 条）

カ 使用料の分納・後納の承認（施行規則第９条第４項）

２ 業務の実施に係る報告書等の提出

（１）施設管理の適正を期するための資料として、毎翌月の 10 日までに、利用状況や収入

状況を月ごとに集計した月次報告書を提出しなければならない。なお、様式等につい

ては協定書において定めることとする。 

（２）管理業務に係る次の内容の事業報告書を、毎年度終了後 60 日以内に提出しなければ

ならない。なお、様式等については協定書において定めることとする。 

ア 管理業務の実施状況及び利用者の利用状況 

イ 利用に係る料金の収入実績

ウ 管理に係る経費の収支状況

エ 管理業務の実施に関し改善すべき事項がある場合にはその内容

オ その他別に協定書で定める事項

３ 県の施策・調査への協力 

（１）次に掲げるもののほか、県の施策には積極的に協力することとする。 

ア みどりの日、こどもの日の有料施設無料開放 

イ 都市緑化月間などでテーマに則したイベントや企画を計画・実施する業務 

（２）県から、公園の管理運営及び公園の現状に関する調査及び資料作成等の作業の指示

があった場合には、迅速かつ誠実に対応すること。

（３）その他県が実施又は要請する事業（緊急保安点検、防災訓練、要人案内、監査・検査

等）への支援、協力等を積極的に行うこと。

（４）指定管理者が公園の管理運営を行う上で、各種規定、要項、マニュアル等を作成する

場合は、内容について事前に県と協議すること。



9

第６ 自主事業にあたっての遵守事項 

１ 実施に係る手続 

指定管理者は、自主事業（指定管理者が利用者としての立場で実施する指定管理業務

以外の事業のこと）を実施するにあたっては、適宜、法又は条例に基づく許可を受けなけ

ればならない。

（１）新たな公園施設を設置し管理する場合は、法第５条の規定による許可を受けなけれ

ばならない。なお、許可にあたっては、次のすべてに該当することを条件とする。

ア 利用者の利便を図るための施設であること。

イ 公園の美観・良俗を乱すものでないこと。

ウ 料金設定が一般的な市場価格と比較して同程度以下であること。

エ 一般の通行及び警備等において、支障にならないこと。

オ 公園施設・設備及び器具などの汚損、破損の恐れがないこと。

（２）公園内で物品の販売、競技会、興業等を行う場合は、条例第２条の規定による許可を

受けなければならない。なお、許可にあたっては、公園の利用促進等に資するものであ

ることを条件とする。

２ 実施に係る経費 

（１）自主事業の実施にあたっては、指定管理者の負担と責任において管理を行うこと。 

（２）自主事業に係る会計は、指定管理業務に係る会計と独立させること。なお、事業実施

に伴う収益は、原則、指定管理者の収益とすることができる。 

（３）法第５条に基づく許可を受けて公園の土地又は公園施設を使用するにあたって、指

定管理者は、施行規則に基づき算定した使用料を県に納付する。

（４）当該業務を他者に再委託して行う場合は、指定管理者は、設置又は管理の許可を受け

た施設に係る電気料金及び水道料金等の諸経費を県に納付する。

３ 応募時に提案した自主事業 

応募時に提案した自主事業については、実施を妨げる特殊な事情が発生しない限り、

提案のとおり実施すること。また、実施できない場合は、代替案を提示のうえ、県の承諾

を得ること。
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第７ 各施設における特記事項 

１ プール 

プールの管理運営にあたっては、「プールの安全標準指針（文部科学省・国土交通省）」

に基づき実施し、次の点について特に注意すること。

（１）水質、水温及び室温等を、常時適切な状態に保たなければならない。

（２）利用者の危険防止のため、常時監視することとする。なお、プールの監視業務を他者

に委託して行う場合は、受託者は警備業の認定を受けた者でなければならない。

（３）公益財団法人日本水泳連盟認定の定める「プール公認規則」により、「２５ｍ公認プ

ール」として管理するとともに、再公認申請を行うこと。

※ 現在の公認有効期限 令和 10 年３月 31 日

２ 陸上競技場 

陸上競技場の管理運営にあたっては、次の点について特に注意すること。 

（１）第２種公認陸上競技場としての機能維持を基本とし、第２種公認相当の公式競技大

会での利用が可能なよう維持管理を行う。 

（２）県が行う第２種公認陸上競技場の公認更新手続にあたり、必要な協力を行う。 

※ 現在の公認有効期限 令和９年４月 26 日 

※ 更新にあたっては、修繕工事や利用調整業務が必要となる場合がある。

３ 野球場 

野球場の管理運営にあたっては、表３に掲げるグラウンド（内野、ウォーニングゾー

ン、ファールライン、ブルペン）の整備のほか、別に定める植栽管理、建築設備の点検・

保全を適切に行い、プロ野球及び高等学校野球選手権等、公式試合での利用が可能なよ

うに維持管理すること。

表３ 野球場の作業内容 

作業内容 頻度 

マウンド整備 ７回／年 

掘り起こし整備（内野黒土部分） １回／年 

４ 球技場 

球技場の管理運営にあたっては、表４に掲げるもののほか、必要に応じて、保守点検、

清掃などを行い、競技利用に支障のないよう維持管理すること。

表４ 球技場の作業内容 

作業内容 頻度 

クリーニング・ゴムチップ補充 １回／年 

レベリング（充填剤ほぐし・補充・不陸整正） １回／年 
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５ テニスコート 

  テニスコートの管理運営にあたっては、表５に掲げるとおり、砂入り人工芝の砂の偏

りの調整やハードコート（デコターフ）の清掃など、快適な利用ができるよう維持管理を

行うこと。 

  表５ テニスコートの作業内容 

場所 材質 面積 ブラッシング 清掃 

一般コート 砂入り人工芝 9,524 ㎡ ２回／月 ２回／月 

屋根付きコート 砂入り人工芝 3,136 ㎡ ２回／月 ２回／月 

センターコート ハードコート 1,792 ㎡ ― ２回／月 

６ ジャイアントスロープ 

（１）ジャイアントスロープの管理運営にあたっては、次の点について特に注意すること。

ア 利用日は、土曜日、日曜日及び祝日（祝日法に規定する休日）を原則とし、その

他の日の利用については、県と協議すること。利用中は監視員を常駐させること。

イ 利用開始前、利用後及び定期的に必要な点検を行うこと。

ウ 降雨時等、利用者の安全が確保できないときは、利用させないこと。

（２）自主事業を行う場合における使用許可を受けた部分については上記の限りでなく、

別途、運営マニュアルを定める必要がある。

７ オートキャンプ場 

（１）オートキャンプ場の管理運営にあたっては、表６に掲げる業務を行うこと。

（２）その他、清掃、植栽管理、廃棄物処理等の業務については、第５－２「施設の維持

管理に関する業務」に定めるもののほか、適宜、必要に応じて行うこと。

表６ オートキャンプ場 業務内容

業務内容 実施時間

ア 管理運営業務 ・４月１日から 10 月 31 日までの期間 

午前９時 00 分から午後６時 00 分まで（１人常駐） 

イ 巡回・常駐警備業務 ・４月１日から 10 月 31 日までの期間（常時） 

（ただし、利用者のいない日の午後６時 00 分から翌日午

前９時 00 分までを除く） 

ウ 建物機械警備業務 ・１１月１日から３月 31 日までの期間（常時） 

・４月１日から 10 月 31 日までの期間 

（利用者のいない日の午後６時 00 分から翌日午前９時

00 分まで） 

  ※ ア及びイの業務は兼務することができる。 
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８ 遊 具 

（１）表７及び表８に掲げる遊具について、点検計画を作成した上で、日常点検、定期点検

を適切に実施し、点検結果を県に報告すること。

（２）点検にあたっては、次の指針（最新版）に基づくこと。

ア 都市公園における遊具の安全確保に関する指針（国土交通省）

イ 公園施設の安全点検に係る指針（案）（国土交通省）

ウ 遊具の安全に関する規準 （一般社団法人日本公園施設業協会）

（３）定期点検は、一般社団法人日本公園施設業協会認定「公園施設製品安全管理士」、「公

園施設製品整備士」又はこれと同等以上の知識を有する者により行うこと。

表７ 冒険の森 遊具一覧 

遊具名称 数量 日常点検 定期点検

１ 瀬戸の宝島 １基

週１回 年１回

２ 因島ブリッジ １基

３ 村上水軍 １基

４ マルチポンド ３基

５ マリンフリーコンビネ―ション １基

６ ２連空中ケーブル １基

７ モンキー空中ケーブル １基

８ 傾斜ブランコ １基 

９ シャボン玉遊び １基 

10 かくれんぼジム １基 

11 やまびこ遊び １基 

12 ミラクルステージ １基 

13 ストリートバスケット（ＳＵＳ製） １基 

14 スプリング系遊器具 ５基 

表８ 多目的広場 健康遊具一覧 

遊具名称 数量 日常点検 定期点検

１ アキレスけん伸ばし板 １基 

週１回 年１回 

２ 腹筋ベンチ １基 

３ 段違い鉄棒 １基 

４ 腕たて伏ベンチ １基 

５ ななめけんすい・うんていわたり １基 

６ 両足ジャンプタッチ・片足ジャンプタッチ １基 

７ 片足とびこし・両足とびこし １基 

８ ひざつき腕たてふせ・腕たてふせ １基 

９ 上体起こし・ひざあげねじり １基 

10 あしふり平行棒・平行棒わたり ２基 

11 バランス足あげ・ふくらはぎストレッチ １基 

12 平均台前あるき・平均台後あるき １基 
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９ アーバンスポーツ施設 

アーバンスポーツ施設の管理運営にあたっては、次の点について特に注意すること。

ア 利用開始前、利用後及び定期的に必要な点検を行い、利用者の怪我や事故の防止

に努めること。

イ 降雨時等、利用者の安全が確保できないときは、利用させないこと。

ウ 降雨後、安全に施設利用ができるよう適切な管理を行うこと。

エ コースの損壊、ひび割れ、剝離等により安全な利用に支障をきたす可能性がある

場合は直ちに補修を行うこと。

第８ 管理運営に係る遵守事項 

１ 事故・災害等発生時の対応 

（１）公園内において、事故・災害等の危機事案が発生した時には、指定管理者は事案に応

じた適切な対応をとり、県に対して報告すること。

（２）指定管理者は、事故等の対応や二次災害防止のために必要な資機材を備蓄するとと

もに、適宜、それらの点検を行うこと。また、備蓄に適さない資機材については、事故

等が発生した場合に円滑に調達できるよう、事前に調整を行うこと。

（３）びんご運動公園は、次に掲げる拠点等に指定されているため、必要に応じて適切な対

応をとらなければならない。また、ドクターヘリの離着陸場所として要請があった場

合は、特段の理由がない限り協力しなければならない。

ア 救援物資輸送拠点（広島県地域防災計画）※健康スポーツセンター

イ 救援部隊集結拠点（広島県地域防災計画）

ウ 陸上自衛隊ヘリコプターの場外離着陸場

エ 避難施設（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16

年法律第 112 号））

２ 保険への加入 

指定管理者は、協定に定める自らのリスクに対応するため、駐車場及び通常利用者が

進入しない区域を除く公園施設を対象に、次の表の内容による保険に加入すること。

表９ 保険内容 

補償内容 補償額の上限

施設管理者賠償

責任保険（※１）

対人賠償
１名につき １億円

１事故につき ３億円

対物賠償 １事故につき 500 万円

スポーツ災害補

償保険（※２）

被害者

１名につき

死亡 120 万円

後遺障害 120 万円

入院（日額） 2,500 円

レジャー・サー

ビス施設費用保

険（※３）

被害者

１名につき

死亡・後遺障害 50 万円

入院見舞費用 10 万円

通院見舞費用 ５万円

※１ 施設管理者賠償責任保険（賠償金についての補償）

施設（付属施設を含む）の欠陥や施設側の指導上の過失により、他人に損害を与えた場合
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（人身事故や物損事故が発生した場合）の管理者が負担する賠償金を担保するもの。

※２ スポーツ災害補償保険（見舞金についての補償）

体育施設内において、利用者がアマチュアスポーツの練習、競技若しくは指導中に急激か

つ偶然な外来の事故により傷害を被り、死亡、後遺障害の発生又は入院による治療をした場

合、管理者が支払う見舞金を保険金で支払うもの。

※３ レジャー・サービス施設費用保険（スポーツ以外の利用に係る見舞金についての補償）

上記（２）以外の場合に、急激かつ偶然な外来の事故によって利用者がけがをした場合、

管理者が支払う見舞金を保険金で支払うもの。

３ 必要となる経費 

公園の管理運営にあたっては、主として次の表の経費が必要となる。

表 10 経費内容 

区分 詳細内容

人件費 職員給料等

光熱水費 電気※、水道、ガス、燃料等

設備等保守点検費 消防設備、電気設備、空調機械設備、公園施設点検等

清掃・警備等 清掃、植栽管理、警備等

施設維持修繕費 施設設備修繕等

事務局費 印刷製本費、通信運搬費、旅費、消耗品費、事務用品費等

その他 体育用品費、保険料、公課費等

  ※ 電気供給事業者の変更については、別途協議すること。

４ 再委託の制限 

指定管理者は、管理運営に係る業務を一括して更に第三者へ委託することはできない

が、清掃、警備といった個別の具体的業務を第三者へ委託することは可能とする。業務を

再委託する際の注意事項は次のとおり。

（１）事前に県の承認を受けること。

（２）作業報告書の提出、履行確認及び検査不合格の場合の措置等の事項について、契約書

に明記すること。

（３）日々完結する業務（清掃等）については、日々の作業報告書を提出させることとし、

指定管理者は実施日ごとに履行確認を行うこと。

５ 省エネルギー対策 

利用者への利便性に配慮しつつ、冷暖房等においてエネルギー使用の効率化（省エネ）

に努めなければならない。また、管理運営上使用する文具や用紙等についても可能な限

り再生原料を使用した製品を使用するなど、積極的な省資源化に努めること。

６ 受動喫煙対策 

健康増進法（平成 14 年法律 103 号）に基づき、館内及び冒険の森は全面禁煙とする。

また、屋外は原則として禁煙とするが、喫煙コーナーを設置する場合は広島県がん対策

推進条例に基づき、他の利用者の動線を避ける、遮蔽を設けるなどの配慮を行う必要が

ある。



15

７ 施設命名権 

  本件施設において、次のとおり県が契約しているネーミングライツパートナーの取組

について、指定管理者は必要な協力を行うこと。 

ネーミングライツパートナー：株式会社カタオカ 

  愛称：こざかなくんスポーツパークびんご 

  愛称使用期間：令和４年２月１日から令和９年３月 31 日 

  ネーミングライツ料：年額 300 万円（税抜） 

表 11 各施設の愛称 

各施設 名称 各施設 愛称 

陸上競技場 ダッシュこざかなくん 陸上競技場 

健康スポーツセンター チャレンジこざかなくん アリーナ 

野球場 ぶんちゃん しまなみ球場 

球技場 シュートこざかなくん 球技場 

コミュニティープール スイミーこざかなくん プール 

テニスコート スマッシュこざかなくん テニスコート 

オートキャンプ場 ザリガニくん オートキャンプ場 

８ その他 

（１）応募時に、本仕様書に定める以上の業務水準を提案した場合は、実施を妨げる特殊な

事情が発生しない限り、提案のとおり実施すること。

（２）この仕様書に定めのない事項が発生したときは、県と協議のうえ対応すること。


